
特集
年
金
問
題
、再
浮
上
！

注
目
す
べ
き
は
、
所
得
代
替
率
50
％
の
確
保
だ
け
で
は
な
い

「
年
金
財
政
検
証
」の
読
み
方

大
和
総
研　

政
策
調
査
部
長

鈴
木
準

　

２
０
１
９
年
度
は
、
５
年
に
１
度

の
公
的
年
金
に
関
す
る
財
政
検
証
の

年
で
あ
る
。
年
金
は
長
期
的
な
計
算

に
基
づ
く
制
度
で
あ
る
た
め
、
定
期

的
に
年
金
財
政
の
健
全
性
や
見
通
し

を
検
証
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

５
年
前
と
な
る
前
回
で
は
、
詳
細
な

財
政
検
証
結
果
レ
ポ
ー
ト
が
厚
生
労

働
省
か
ら
発
表
さ
れ
た
の
は
15
年
９

月
だ
っ
た
が
、
概
要
の
公
表
は
14
年

６
月
だ
っ
た
。
さ
ら
に
そ
の
５
年
前

は
、
09
年
の
２
月
に
は
概
要
が
公
表

さ
れ
て
い
た
。
今
回
も
今
年
の
６
月

ご
ろ
ま
で
に
は
概
要
が
発
表
さ
れ
る

だ
ろ
う
と
予
想
し
て
い
た
が
、
本
稿

執
筆
時
点
で
ま
だ
公
表
さ
れ
て
い
な

い
。
年
金
制
度
の
行
方
は
国
民
的
関

心
が
高
い
だ
け
に
、
本
来
は
７
月
の

参
議
院
選
挙
の
前
に
示
さ
れ
た
ほ
う

が
望
ま
し
か
っ
た
で
あ
ろ
う
。

　

財
政
検
証
は
、
そ
の
前
提
の
置
き

方
で
結
論
が
大
き
く
変
化
す
る
。
前

提
と
は
、
出
生
率
や
平
均
寿
命
な
ど

の
将
来
の
人
口
構
造
や
保
険
料
納
付

率
の
想
定
、
短
時
間
労
働
者
の
適
用

拡
大
な
ど
、
こ
の
間
に
行
わ
れ
た
制

度
見
直
し
の
反
映
な
ど
で
あ
る
。
そ

し
て
、
最
も
注
目
さ
れ
る
の
が
経
済

前
提
で
あ
り
、
具
体
的
に
は
物
価
上

昇
率
、
賃
金
上
昇
率
、
運
用
利
回
り

の
三
つ
で
あ
る
。
今
回
、
経
済
前
提

に
つ
い
て
は
、
図
表
に
示
し
た
６
ケ

ー
ス
が
設
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て

経
済
前
提
の
妥
当
性
に

衆
目
が
集
ま
る
財
政
検
証

本
稿
執
筆
時
点
で
結
果
が
公
表
さ
れ
て
い
な
い
が
、
今
年
度
は
公
的
年
金
に
関
す
る
財
政
検
証
の
年

に
あ
た
る
。
い
く
つ
の
経
済
前
提
ケ
ー
ス
で
所
得
代
替
率
50
％
を
確
保
で
き
る
か
に
衆
目
が
集
ま
る

が
、
代
替
率
は
年
金
制
度
の
意
義
や
健
全
性
を
測
る
に
は
限
界
が
あ
る
。
代
替
率
だ
け
で
な
く
、
物

価
と
対
比
し
た
年
金
水
準
や
基
礎
年
金
に
関
す
る
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
期
間
、
保
険
料
拠
出
期

間
延
長
や
受
給
開
始
時
期
の
選
択
肢
拡
大
と
い
っ
た
オ
プ
シ
ョ
ン
試
算
に
も
注
目
し
た
い
。

い
る
。

　

こ
の
経
済
前
提
に
関
し
て
は
、
ケ

ー
ス
Ⅰ
〜
Ⅲ
が
楽
観
的
で
あ
る
と
の

論
評
が
し
ば
し
ば
聞
か
れ
る
。
確
か

に
、
経
済
の
長
期
的
な
姿
と
し
て
、

例
え
ば
ケ
ー
ス
Ⅰ
の
物
価
上
昇
率
が

年
率
２
％
、
実
質
賃
金
上
昇
率
が
１

・
３
〜
２
・
０
％
（
し
た
が
っ
て
、

毎
年
の
名
目
賃
金
が
３
・
３
〜
４
・

０
％
上
昇
）
と
い
う
仮
定
は
、
現
状

で
は
想
定
し
に
く
い
だ
ろ
う
。
そ
の

意
味
で
は
、
ケ
ー
ス
Ⅳ
あ
た
り
を
標

準
的
な
姿
と
想
定
す
る
の
が
穏
当
か

も
し
れ
な
い
。
公
的
年
金
と
い
う
超

長
期
に
わ
た
る
制
度
の
前
提
は
足
も

と
の
状
況
に
引
き
ず
ら
れ
て
は
な
ら

な
い
面
も
あ
る
の
だ
が
、
プ
ル
ー
デ

ン
ト
な
想
定
を
置
き
、
現
実
が
そ
れ

よ
り
明
る
く
な
っ
た
場
合
は
ボ
ー
ナ
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政
府
首
脳
が
徹
底
調
査
を
指
示

　

「
徹
底
的
に
調
べ
ろ
と
指
示
し
た
」。
参
院
選

直
後
の
７
月
下
旬
、
政
府
首
脳
は
憤
ま
ん
や
る
か

た
な
い
表
情
で
こ
う
語
っ
た
。
か
ん
ぽ
不
正
問
題

が
発
覚
し
て
か
ら
１
カ
月
あ
ま
り
。
半
年
以
上
に

わ
た
っ
て
保
険
料
を
二
重
払
い
さ
せ
る
な
ど
悪
質

な
契
約
実
態
が
連
日
報
道
さ
れ
る
中
で
、
対
応
が

後
手
に
回
っ
て
ば
か
り
の
日
本
郵
政
に
業
を
煮
や

し
て
い
た
。

　

日
本
郵
政
グ
ル
ー
プ
は
、
持
株
会
社
で
あ
る
日

本
郵
政
の
下
に
、
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
、
か
ん
ぽ
生
命
、

日
本
郵
便
の
３
社
が
ぶ
ら
下
が
っ
て
い
る
。
日
本

郵
便
は
郵
便
局
を
束
ね
て
お
り
、
ゆ
う
ち
ょ
銀
や

か
ん
ぽ
生
命
が
扱
う
金
融
商
品
の
営
業
を
担
っ
て

い
る
。

　

一
連
の
問
題
に
火
を
付
け
た
の
は
、
有
力
地
方

紙
で
あ
る
西
日
本
新
聞
の
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
記
事
だ

っ
た
。
販
売
ノ
ル
マ
に
苦
し
む
郵
便
局
の
営
業
実

態
を
暴
く
連
載
を
始
め
、
今
年
６
月
に
は
顧
客
に

不
利
な
条
件
で
保
険
契
約
を
乗
り
換
え
さ
せ
て
い

る
と
報
道
。
全
国
紙
が
追
随
し
て
一
気
に
批
判
が

広
が
っ
た
。
か
ん
ぽ
不
正
問
題
の
口
火
を
切
っ
た

西
日
本
新
聞
は
新
聞
協
会
賞
を
申
請
し
た
と
い
う
。

　

当
初
、
日
本
郵
政
グ
ル
ー
プ
の
反
応
は
鈍
か
っ

た
。
最
初
の
報
道
が
出
た
直
後
の
６
月
25
日
の
記

者
会
見
で
、
長
門
社
長
は
法
令
違
反
を
否
定
。

「
顧
客
本
位
の
営
業
に
向
け
た
反
省
材
料
」
と
の

認
識
を
示
し
た
だ
け
だ
っ
た
。
７
月
上
旬
に
保
険

料
の
二
重
徴
収
が
２
・
２
万
件
に
上
る
と
報
じ
ら

れ
る
と
、
横
山
邦
男
日
本
郵
便
社
長
と
植
平
光
彦

か
ん
ぽ
生
命
社
長
が
７
月
10
日
に
記
者
会
見
を
開

い
て
不
適
切
契
約
を
謝
罪
。
そ
の
後
、
郵
便
局
に

よ
る
か
ん
ぽ
生
命
商
品
の
営
業
自
粛
も
決
め
た
。

　

７
月
31
日
に
よ
う
や
く
日
本
郵
政
の
長
門
社
長

が
記
者
会
見
し
、「
信
頼
を
大
き
く
裏
切
っ
た
」

と
非
を
認
め
て
謝
罪
し
た
。
さ
ら
に
２
０
０
０
万

人
が
保
有
す
る
３
０
０
０
万
件
の
全
契
約
で
不
利

益
の
有
無
を
調
査
す
る
と
表
明
。
か
ん
ぽ
生
命
商

品
の
ノ
ル
マ
に
つ
い
て
は
、
２
０
１
９
年
度
は
設

定
せ
ず
、
20
年
度
以
降
は
フ
ロ
ー
ベ
ー
ス
か
ら
ス

ト
ッ
ク
ベ
ー
ス
の
指
標
に
見
直
す
。

　

か
ん
ぽ
不
正
問
題
は
経
営
問
題
の
枠
を
超
え
、

各
方
面
に
影
響
を
与
え
た
。
郵
政
株
が
下
落
し
た

た
め
、
国
は
９
月
に
も
行
う
は
ず
だ
っ
た
第
三
次

郵
政
株
売
却
を
先
送
り
す
る
見
通
し
だ
。
売
却
益

は
東
日
本
大
震
災
の
復
興
財
源
に
充
当
さ
れ
る
こ

と
に
な
っ
て
お
り
、
震
災
復
興
が
遅
れ
る
こ
と
に

な
り
か
ね
な
い
。
ま
た
、
郵
便
局
は
か
ん
ぽ
生
命

以
外
の
民
間
保
険
（
が
ん
保
険
と
自
動
車
保
険
を

除
く
）
の
営
業
自
粛
も
決
め
て
お
り
、
生
損
保
各

社
は
販
売
戦
略
の
見
直
し
を
強
い
ら
れ
て
い
る
。

「
郵
便
局
問
題
だ
」

　

日
本
郵
政
グ
ル
ー
プ
が
７
月
31
日
に
発
表
し
た

過
去
５
年
間
の
不
適
切
販
売
が
疑
わ
れ
る
契
約
は

従
来
調
査
の
倍
に
相
当
す
る
18
万
３
０
０
０
件
。

「
保
険
料
を
二
重
払
い
さ
せ
た
」（
７
万
件
）、

「
保
障
内
容
が
変
わ
ら
な
い
の
に
予
定
利
率
が
低

い
契
約
に
乗
り
換
え
さ
せ
た
」（
２
万
件
）、「
旧

契
約
を
解
除
さ
せ
て
お
き
な
が
ら
健
康
状
態
悪
化

で
新
契
約
を
結
べ
な
か
っ
た
」（
１
・
９
万
件
）

な
ど
、
悪
質
な
事
例
が
か
な
り
の
数
に
上
っ
て
い

た
こ
と
が
露
呈
し
た
。

　

一
連
の
問
題
は
郵
便
局
の
営
業
現
場
で
発
生
し

て
お
り
、「
か
ん
ぽ
問
題
で
は
な
く
、
郵
便
局
問

題
」（
金
融
庁
幹
部
）
と
言
え
る
。
原
因
の
究
明

日
本
郵
便
の
暴
走
が
引
き
起
こ
し
た

「
か
ん
ぽ
不
正
問
題
」

か
ん
ぽ
生
命
の
不
適
切
な
保
険
販
売
は
、日
本
を
揺
る
が
す
不
祥
事
に
発
展
し
た
。
不
正
の
疑
い

が
あ
る
保
険
契
約
は
18
万
件
超
に
上
り
、
全
契
約
３
０
０
０
万
件
の
調
査
と
営
業
自
粛
に
追
い

込
ま
れ
た
。
不
適
切
販
売
の
「
大
き
な
理
由
」（
長
門
正
貢
日
本
郵
政
社
長
）
と
な
っ
た
の
は
、郵

便
局
の
行
き
過
ぎ
た
ノ
ル
マ
営
業
。グ
ル
ー
プ
内
で
圧
倒
的
な
力
を
持
つ
日
本
郵
便
の
暴
走
を
止

め
ら
れ
な
か
っ
た
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
機
能
不
全
は
深
刻
だ
。官
業
時
代
か
ら
よ
り
ど
こ
ろ
と
し
て
き

た
地
域
の
信
頼
を
裏
切
っ
た
今
、
日
本
郵
政
グ
ル
ー
プ
の
将
来
を
展
望
す
る
の
は
難
し
い
。
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経
済
が
好
調
な
中
で
米
連
邦
準
備
制
度
理
事
会
（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）
は
予
防
的
利
下
げ
を
決
め
、
欧
州
中
央
銀
行
（
Ｅ

Ｃ
Ｂ
）
も
追
加
緩
和
を
示
唆
し
て
い
る
。
完
全
雇
用
が
ほ
ぼ
達
成
さ
れ
て
い
る
状
況
下
で
の
金
融
緩
和
は
、

特
に
米
国
で
は
将
来
の
イ
ン
フ
レ
圧
力
を
急
速
に
高
め
、
金
融
面
で
の
不
均
衡
を
蓄
積
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
し
か

し
、
最
も
問
わ
れ
る
べ
き
は
低
金
利
を
長
期
化
さ
せ
て
い
る
理
論
的
背
景
で
あ
り
、
そ
も
そ
も
５
年
以
上
も
マ
イ
ナ

ス
金
利
を
続
け
る
事
態
は
理
論
で
は
想
定
さ
れ
て
い
な
い
。
デ
フ
レ
方
向
の
シ
ョ
ッ
ク
が
ニ
ュ
ー
ノ
ー
マ
ル
な
ら
ば
、

金
融
政
策
の
責
任
で
「
物
価
の
安
定
」
を
実
現
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
根
本
哲
学
を
改
め
る
必
要
が
あ
り
そ
う
だ
。

先
進
国
に
潜
む
低
金
利
政
策
の
死
角

袋
小
路
に
入
っ
た
い
ま
こ
そ
、セ
カ
ン
ド
ベ
ス
ト
を
目
指
せ

み
ず
ほ
総
合
研
究
所

エ
グ
ゼ
ク
テ
ィ
ブ
・
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト

門
間
一
夫

　

Ｆ
Ｒ
Ｂ
は
７
月
30
、
31
日
の
公
開

市
場
委
員
会
（
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
）
で
、
政

策
金
利
を
０
・
25
％
引
き
下
げ
、
２

・
０
〜
２
・
25
％
と
し
た
。
２
０
１

５
年
末
か
ら
の
利
上
げ
サ
イ
ク
ル
に
、

少
な
く
と
も
い
っ
た
ん
終
止
符
が
打

た
れ
た
。

　

今
回
の
利
下
げ
の
特
徴
は
、
経
済

が
引
き
続
き
好
調
な
中
で
行
わ
れ
た

こ
と
で
あ
る
。
米
国
の
実
質
成
長
率

（
前
期
比
年
率
）
は
、
第
１
四
半
期

の
３
・
１
％
か
ら
第
２
四
半
期
は
２

・
１
％
へ
減
速
し
た
が
、
そ
れ
で
も

２
％
程
度
と
さ
れ
る
潜
在
成
長
率
並

み
を
維
持
し
て
い
る
。
し
か
も
、
失

業
率
は
半
世
紀
ぶ
り
の
低
水
準
で
あ

る
。
製
造
業
の
指
標
に
弱
さ
が
見
ら

れ
る
と
は
い
え
、
経
済
は
全
体
と
し

て
利
下
げ
を
必
要
と
す
る
状
況
で
は

な
い
。

　

そ
れ
で
も
Ｆ
Ｒ
Ｂ
が
利
下
げ
に
踏

Ｆ
Ｒ
Ｂ
が
予
防
的
利
下
げ
、

Ｅ
Ｃ
Ｂ
も
緩
和
へ

み
切
っ
た
の
は
、
①
世
界
経
済
を
と

り
ま
く
不
確
実
性
が
高
ま
っ
て
い
る

こ
と
、
②
イ
ン
フ
レ
率
が
目
標
の
２

％
に
し
っ
か
り
と
は
届
い
て
い
な
い

こ
と
、
の
２
点
か
ら
で
あ
る
。
す
な

わ
ち
今
回
の
利
下
げ
は
、
今
後
は
経

済
が
下
振
れ
る
か
も
し
れ
な
い
、
あ

る
い
は
目
標
を
や
や
下
回
る
イ
ン
フ
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